
平成２６年度第２回 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会 

日 時 平成２６年 ８月２５日（月） 

１３時３０分から 

場 所 児玉文化会館セルディ 大会議室 

会  議  次  第 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 意見交換 

(１)市民アンケート実施概要（速報）について 

(２)公共施設再配置計画に係る基本方針（案）について 

(３)ケーススタディの検討ケース（案）について 

４ その他 

５ 閉  会 

＜資料＞ 

資料１：市民アンケートの実施概要（速報）について 

資料２：本庄市公共施設再配置計画に係る基本方針（案）等について 

資料３：ケーススタディの検討ケース（案）について 
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資料１

市民アンケートの実施概要（速報）について
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本庄市公共施設再配置計画に係る基本方針（案）等について 

１．公共施設再配置計画の全体構成・位置づけ 

（１）公共施設再配置計画の全体構成 

 市の上位計画（本庄市総合振興計画後期基本計画）を踏まえた方針とする。

 平成 25 年度に作成した公共施設マネジメント白書における公共施設の実態把

握・分析結果を踏まえて、財政負担の縮減とサービス水準の向上に向けた公共

施設・サービスのあり方の見直しを検討し、施設面での横断的な計画として策

定する。

上位計画（本庄市総合振興計画後期基本計画） 

【本庄市公共施設 

マネジメント白書】 

・ 市の概況・特性の整

理 

・ 公共施設の実態把

握・分析 

（全体・施設種別・

地域別） 

・ 公共施設に係る課

題・方向性の提示 

【本庄市公共施設再配置計画】 

＜基本方針＞ 

・公共施設再配置計画の基本的 

な考え方 

＜施設種別方針＞ 

・ 施設種別の方針の掲示 

※15 の施設種別ごとの施設・サービスの

再配置方針 

＜方針の推進・マネジメント＞ 

・ 再配置計画の推進体制 

・ 再配置計画の進捗管理・マネジメント 

＜ケーススタディ＞ 

・ 施設種別方針

に沿った概略検

討 

（２ケース程度） 

資料２ 

公共施設再配置計画に基づいた個別事業や施策の実施 
（施設の統合・整理・複合化、維持管理・運営の効率化、長寿命化等） 

＜基本原則＞ 

・全体目標の設定 

＜取組方針＞ 

・基本方針を推進し基本原則の達成に向けた公共施設全体 

の取組 
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（２）目標年次（方針の期間の取扱） 

 今後多くの施設が更新の時期を迎えることや、公共施設マネジメント白書にお

ける公共施設の将来的な維持管理・運営・更新に係る今後 30 年間のコストの

推計結果（平成 25～54 年度）を踏まえ、概ね 30 年間を見据えた方針とする。

 今後の社会情勢や財政状況等を見据えながら適宜見直しを図っていくものと

する。

【参考】

「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（総務省、H26.4.22）」では、計画期間に

ついては、「将来の人口や財政の見通し等をもとに長期的な視点に基づき検討するものである

が、（中略）、公共施設等の現況及び将来の見通しの期間に関わらず設定する（少なくとも 10
年以上の計画期間とする）ことも可能であることが定められている。

（３）対象施設 

 公共施設マネジメント白書と同様に、主に本庄市が建設した建築物の 116 施設

（次頁参照）を対象とする。
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【施設種別】
施設
番号

対象施設 施設数 所在地

1-1 中央公民館 本庄市北堀１４２２

1-2 児玉中央公民館 本庄市児玉町金屋７２８－２

1-3 本庄公民館 本庄市東台５－２－３３

1-4 本庄東公民館 本庄市日の出２－８－２８

1-5 本庄西公民館 本庄市小島１－１０－４

1-6 本庄南公民館 本庄市今井３７７－２

1-7 藤田公民館 本庄市牧西１２１０－３

1-8 仁手公民館 本庄市仁手６６５－１

1-9 旭公民館 本庄市都島２３８－１

1-10 北泉公民館 本庄市栗崎９９－１

1-11 児玉公民館 本庄市児玉町児玉２５１０－１

1-12 共和公民館 本庄市児玉町蛭川９１５－５

1-13 児玉公民館別館 本庄市児玉町児玉１３５２－１

2-1 コミュニティセンター 本庄市駅南１－１３－１２

2-2 勤労青少年ホーム 本庄市小島南１－８－２

2-3 いまい台交流センター 本庄市いまい台２－４３

2-4 あさひ多目的研修センター 本庄市沼和田１００５

3-1 市民文化会館 本庄市北堀１４２２－３

3-2 児玉文化会館（セルディ） 本庄市児玉町金屋７２８－２

4-1 市民体育館 本庄市小島南１－８－３

4-2 若泉運動公園弓道場 本庄市小島６－１１－１４

4-3 若泉運動公園武道館 本庄市小島６－１１－１４

4-4 市民球場 本庄市北堀４３３

4-5 本庄総合公園体育館（シルクドーム） 本庄市北堀４３３

4-6 児玉総合公園体育館（エコーピア） 本庄市児玉町金屋７５３－１

5-1 観光農業センター 本庄市児玉町小平６５３

5-2 ふれあいの里いずみ亭 本庄市児玉町河内２０９－１

5-3 インフォメーションセンター 本庄市駅南２－１－４

6-1 図書館 本庄市千代田４－１－９

6-2 図書館児玉分館 本庄市児玉町金屋７２８－２

7-1 歴史民俗資料館 本庄市中央１－２－３

7-2 競進社模範蚕室 本庄市児玉町児玉２５１４

7-3 塙保己一記念館 本庄市児玉町八幡山４４６

7-4 埋蔵文化財センター 本庄市牧西１１３７－３

7-5 旭民具等収蔵庫 本庄市都島９０４－１

7-6 北泉小学校郷土資料室 本庄市北堀１８７１－１　北泉小学校内一部教室を使用

7-7 児玉郷土資料室 本庄市児玉町児玉２５１０－１（児玉公民館２階）

7-8 児玉文化財整理室 本庄市児玉町児玉１３５２－１（児玉公民館別館内）

7-9 太駄文化財収蔵庫 本庄市児玉町太駄３５２

7-10 本泉文化財収蔵庫 本庄市児玉町河内５６５－８

7-11 蛭川文化財整理室・収蔵庫 本庄市児玉町蛭川９１５－１２

7-12 共和文化財倉庫 本庄市児玉町蛭川９１５－５

7-13 下浅見文化財収蔵庫 本庄市児玉町下浅見８６７－１１

8-1 本庄東中学校 本庄市日の出４－２－４５

8-2 本庄西中学校 本庄市千代田４－３－１

8-3 本庄南中学校 本庄市緑３－１３－１

8-4 児玉中学校 本庄市児玉町八幡山４３８

8-5 本庄東小学校 本庄市日の出１－２－１

8-6 本庄西小学校 本庄市千代田４－３－２

8-7 藤田小学校 本庄市牧西１１７１

8-8 仁手小学校 本庄市仁手６１８

8-9 旭小学校 本庄市都島７８

8-10 北泉小学校 本庄市北堀１８７１－１

8-11 本庄南小学校 本庄市栄３－６－２４

8-12 中央小学校 本庄市緑１－１６－１

8-13 児玉小学校 本庄市児玉町児玉１３５５－１

8-14 金屋小学校 本庄市児玉町金屋１１１７－１

8-15 秋平小学校 本庄市児玉町秋山２５３１

8-16 共和小学校 本庄市児玉町蛭川８９５－１

8-17 本泉小学校 本庄市児玉町河内６６０

(8)学校 17

(4)スポーツ施設 6

(5)産業振興施設 3

(6)図書館 2

(7)資料館等 13

(1)公民館 13

(2)市民活動施設 4

(3)文化施設 2
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【施設種別】
施設
番号

対象施設 施設数 所在地

9-1 障害福祉センター 本庄市小島南２－４－９

9-2 保健センター 本庄市小島南２－４－１２

9-3 児玉保健センター 本庄市児玉町児玉３９１

9-4 発達教育支援センター「すきっぷ」 本庄市小島５－５－４５

9-5 老人福祉センターつきみ荘 本庄市沼和田１２７－１

10-1 いずみ保育所 本庄市小島５－５－４５

10-2 藤田保育所 本庄市牧西３０

10-3 金屋保育所 本庄市児玉町金屋１１７３

10-4 久美塚保育所 本庄市児玉町児玉２３５１－１

11-1 前原児童センター 本庄市前原１－４－１３

11-2 日の出児童センター 本庄市日の出２－５－５６

12-1 市役所 本庄市本庄３－５－３

12-2 児玉総合支所第二庁舎 本庄市児玉町児玉３８５

13-1 消防団第一分団車庫 本庄市千代田４－３－２

13-2 消防団第二分団車庫 本庄市本庄１－４－１４

13-3 消防団第三分団車庫 本庄市駅南１－１５－４

13-4 消防団第四分団車庫 本庄市牧西５５７－１

13-5 消防団第五分団車庫 本庄市久々宇１７１

13-6 消防団第六分団車庫 本庄市都島９０４－１

13-7 消防団第七分団車庫 本庄市北堀２０６

13-8 消防団第一分団第一部器具置場 本庄市児玉町八幡山１８４－２

13-9 消防団第一分団第二部器具置場 本庄市児玉町児玉３２３－２

13-10 消防団第一分団第三部器具置場 本庄市児玉町児玉１８８２－１

13-11 消防団第二分団第一部器具置場 本庄市児玉町金屋８１－２

13-12 消防団第二分団第二部器具置場 本庄市児玉町高柳１７５－４

13-13 消防団第二分団第三部器具置場 本庄市児玉町飯倉２０８－２

13-14 消防団第二分団第四部器具置場 本庄市児玉町田端２２９

13-15 消防団第三分団第一部器具置場 本庄市児玉町太駄３６６－３

13-16 消防団第三分団第二部器具置場 本庄市児玉町元田３６５－２

13-17 消防団第四分団第一部器具置場 本庄市児玉町秋山２３２９－５

13-18 消防団第四分団第二部器具置場 本庄市児玉町小平８８１

13-19 消防団第五分団第一部器具置場 本庄市児玉町蛭川９１５－５

13-20 消防団第五分団第二部器具置場 本庄市児玉町上真下７２１－６

13-21 消防団第五分団第三部器具置場 本庄市児玉町吉田林１０７－２、６　１０９

13-22 北泉防災広場備蓄倉庫 本庄市北堀１８２４－１、１８２５－１、１８２５－６の各一部

14-1 西五十子市営住宅 本庄市西五十子２２１－１

14-2 田中市営住宅 本庄市田中２１６－１

14-3 四方田市営住宅 本庄市四方田１４－１

14-4 泉町市営住宅 本庄市前原１－１１

14-5 小島第二市営住宅 本庄市小島２－３

14-6 日の出市営住宅 本庄市日の出２－６

14-7 小島第一市営住宅 本庄市小島１－６

14-8 東台市営住宅 本庄市東台４－３

14-9 金屋市営住宅 本庄市児玉町金屋９６０－２

14-10 本町市営住宅 本庄市児玉町児玉３０３－１

14-11 長浜市営住宅 本庄市児玉町八幡山３５４

14-12 下町市営住宅 本庄市児玉町児玉２４２８

14-13 久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１４４７－１

14-14 東久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１５４３－６

14-15 中久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１４３５－２

15-1 新書庫 本庄市銀座1－1－1

15-2 本庄駅自由通路 本庄市銀座３－６－１９

15-3 本庄駅南口自転車駐車場 本庄市駅南２－１－４

15-4 旧勤労会館 本庄市小島南１－８－４

15-5 旧本泉保育所 本庄市児玉町元田３７５－４

15-6 旧本庄商業銀行煉瓦倉庫 本庄市銀座１－５－１６

(15)その他施設 6

(12)庁舎等 2

(13)防災施設 22

(14)市営住宅 15

(9)保健・福祉関連施設 5

(10)保育所 4

(11)児童施設 2
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２．公共施設再配置計画の基本方針（案） 

 公共施設マネジメント白書における公共施設に係る現状・課題を踏まえ、公共施

設再配置計画の基本方針（案）を以下に示す。

【今後の公共施設・サービスのあり方に係る主な現状と課題】 ※本庄市公共施設マネジメント白書より 

＜施設の安全性確保＞

耐震設計基準施行(S56.6)以前の公民

館、防災施設、市営住宅等で耐震診断・

改修が進んでいない。 

築後30年以上の施設が全体の約53％。 

築後40年以上の施設が全体の約14％。 

特に避難場所内で多く設置されている

公民館、学校施設で老朽化が進行 

市民文化会館、図書館、保健・福祉関

連施設、児童施設等の比較的規模が大

きい施設で老朽化が進行。 

＜施設サービスの効率化と質の向上＞

●施設の利用改善や有効利用

スポーツ施設：稼働率が比較的高い。 

文化施設：稼働率が約４割以下。 

公民館：稼働率が約３割以下。 

●人口動向や都市構造の変化への対応

市全体で近年より人口減少や少子高齢化が進行。 

 学校施設や児童施設は概ね充足 

 保健・福祉関連施設の老朽化 

本庄北地域・児玉北地域：人口減少の傾向 

本庄南地域：人口が微増の傾向 

児玉南地域：人口が著しく減少傾向 

施設設置状況で各地域に差が生じている。 

 市街化の進む本庄早稲田駅周辺に保育所が設

置されていない 

 児玉南地域で本泉小学校が休校中、旧本泉保

育所が閉鎖中 等 

平成 27年度中に供用開始する(仮称)市民プラザ

跡地複合施設、(仮称)児玉総合支所複合施設の導

入機能を考慮した施設・提供サービスの機能統合

や機能統合後の施設・敷地の有効活用が必要。 

＜財政負担の縮減に向けた取組＞

今後 30年間施設を維持する場合の将

来経費(約 36.5 億円/年)は大きな財政

負担になる。 

投資的経費の減少が見込まれるととも

に、生産年齢人口の減少や扶助費の増

加等、これまで以上に厳しい財政状況

が想定される。 

【公共施設再配置計画の基本方針（案）】 

① 財政負担の縮減 

 施設の統合・整理や複合化（施設総量の規制）、長寿命化を図るととも

に、既存施設の効率的な維持管理・運営と効果的な活用により財政負

担の縮減に取り組む。 

② 施設の安全性確保 

 耐震改修や老朽化対策等による施設の安全性の確保に取り組む。 

③ 施設サービスの効率化と質の向上 

 市民ニーズや社会情勢の変化に応じた提供サービスの集約・重点化等

による施設サービスの見直しや効率化とともに、施設の利用改善及び

サービスの質の向上に取り組む。 
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３．公共施設再配置計画の基本原則（案） 

以上の基本方針のもと、財政負担の縮減・平準化及び公共施設全体の最適化を図るた

めの取組として基本原則（全体目標）を設定する。

※１ 更新：建築物の建替を示す。

※２ ＜参考１参照＞

【公共施設再配置計画の基本原則（案）】 

【原則１】公共施設の総数を削減する。 

 ～ 現在の保有数（116 施設）から増やさない ～

 原則として施設の新規整備は行わず、既存施設の有効活用を図

る。 

 施設を更新※1する際には、複合化を検討する。 

 複合化により空いた施設や土地は、活用・処分を促進する。 

【原則２】公共施設の総量（総床面積）を削減する。 

   ～ 30 年間で１割※2(約２万㎡)の削減を目標とする ～

 機能の重複する施設や更新の優先度の低い施設については、統

合・整理を検討する。 

 施設を更新する際には、床面積を縮小することを基本とする。 

 施設の統合・整理や複合化をする際は、機能を維持しつつ総量を

削減する。 

【原則３】公共施設におけるライフサイクルコストを縮減する。 

 施設の長寿命化を推進し、ライフサイクルコストの縮減と平準化

を図る。 

 ＰＰＰや指定管理者制度の導入など、民間活力の活用を検討し、

施設の更新・維持管理・運営等のコストの縮減を図る。 
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４．公共施設再配置計画の取組方針（案）

 公共施設再配置計画の基本方針（案）を推進し、基本原則（全体目標）の達成に向け

た取組方針を以下に掲げる。

①施設の総数・総量削減と既存施設の有効活用 

 原則として、施設の新規整備は行わない。ただし、新規整備が必要な場合は、総

数・総量規制の範囲内で、費用対効果を考慮して行う。

 施設の統合・整理や複合化により、施設の総数・総量を削減する。 

（統合後の既存施設の廃止等により、現存の施設総量（総床面積）から 30 年間

で１割の削減を目標とする。）

 市が施設を保有し続ける必要性など、施設数及び機能の適正化について検討する。 

 更新する施設の優先度を設定し、優先度の高い施設から更新を行う。

 更新を行う場合は、できる限り複合的な施設利用を図る。

 施設の用途変更等により、既存施設の有効活用を図る。

 未利用地・低利用地や、統合・整理や複合化により空いた施設や土地の有効活用

を図る。

②施設の長寿命化の推進 

 施設の目標耐用年数の前に健全度調査等により健全度の確認・評価を行い、結果

が良好な場合は経済的かつ効果的な保全措置を講じることで、できる限り施設の

長寿命化を図る。

 施設保全の計画的な実施にあたっては、劣化調査により劣化状況、性能低下状況、

管理状況等を把握するとともに、施設の評価を行い、施設間の保全の優先度を設

定する。 

 施設の保全にあたっては、従来の事後保全型の維持管理・修繕等から予防保全型

に移行する。 

 施設の長寿命化の推進により、ライフサイクルコストの縮減と平準化を図る。 

③施設の安全性の確保（老朽化・耐震化対応） 

 防災上重要な公共施設（例：庁舎、避難場所内の施設）や、多くの市民が利用す

る公共施設の耐震化や老朽化対応を優先的に実施する。 
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 建築物耐震改修促進計画において設定している公共施設の耐震化目標を達成す

るとともに、その他目標を設定していない公共施設においても、それぞれの施設

の重要性、保全状態、耐震性能を考慮し、緊急性の高い施設から順次計画的に耐

震診断と耐震改修を実施する。

④施設の維持管理・運営の効率化 

 ＰＰＰや指定管理者制度等の導入を検討し、民間活力を活用して、施設機能やサ

ービスを維持・向上させつつ、施設の更新・維持管理・運営等のコストの縮減を

図る。 

 公共施設の使用料と維持管理・運営コストの現状を考慮し、受益者負担の適正な

あり方を検討するとともに、稼働率の向上による使用料収入の増加を図る。 

 施設の用途や目的に応じ、地域で維持管理・運営を行うことで、より活性化が図

られる施設については、市民や地域団体による施設管理等、市民参加による施設

の維持管理・運営を促進していく。 

⑤少子高齢化や地域特性等を踏まえた施設サービスの適正化 

 人口減少や少子高齢化の進行を踏まえ、学校施設、保育所、児童施設の統合・整

理、保健・福祉関連施設の配置見直し等により、施設や提供サービスの適正化を

図る。

 ４地域（本庄北・本庄南・児玉北・児玉南）の地域特性や地域ニーズに合わせて、

施設や提供サービスの適正化を図る。

 稼働率や利用頻度の低い施設は、管理運営の改善を図るとともに、改善の見込み

や将来的な利用ニーズが見込めない施設については、統合・整理も検討する。 

 稼働率や利用頻度の低い施設や空きスペースの有効活用を図るため、他用途への

転換や複合化、同種機能の統合等を推進する。 

 あらゆる用途の施設を全て自前で整備するのではなく、近隣市町と施設を相互利

用するなど、他自治体との広域的な連携による効率化やサービス向上を図る。 

⑥公共施設マネジメントの実効性を高めるための方策 

 各取組を効果的かつ効率的に推進するため、再配置計画の全体調整、進捗管理、

情報提供等を一元的に行える体制を構築する。また、各部局の施設所管課等が連
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携した推進体制を構築する。 

 市民と行政が公共施設に関する情報と問題意識を共有するため、施設に関する情

報を積極的に公開していく。 

 ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルを基本とした、再配置計画の進捗

管理や見直しを行うことで、継続的な公共施設マネジメントを確立する。 
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＜参考１＞ 総量削減の削減率設定を行う上での考え方について 

☆過去 5～10 年間の更新費の実績値から設定する 

：過去 5～10 年間の対象施設の更新費の実績値（代表値）を今後 30 年間確保できる更新費可
能額（年あたり）と想定する。

→平成 18年度から 24年度の対象施設の更新費（実績値）のうち、一番金額の大きい平成 21
年度の実績値（約 13.1 億円）を今後最大限確保できる更新費可能額（年あたり）と想定
する。

【更新費の実績値による今後 30 年間で不足するコスト・削減量の試算】 

①  過去７年間での対象施設の更新費の最大値と今後 30年間（平成 25～54年度）の年あたり
更新費概算結果（14.8億円）との差額を算定し、今後 30年間で不足するコストを概算する。

②  上記①で算出した今後 30年間で不足する更新費コストをもとに、更新費単価を除すること
で、削減すべき施設量（延床面積）を算定し、削減率を設定する。

◆今後 30年間で不足するコスト 

＝（年あたり更新費（14.8億円）－ H18～H24年度更新費実績値（最大値））×30年
 ＝（14.8（億円）－13.1億円（平成 21年度更新費実績値））×30年
≒51（億円）

◆削減すべき施設量（㎡） 

 ＝今後 30年間で不足する更新費コスト／更新費単価（270千円／㎡）
 ＝51（億円）／270（千円／㎡）
 ≒18,889（㎡）
   ※更新費単価は、施設割合の多い鉄筋コンクリート造の設定値とする。

◆施設量の削減率 

 ＝削減すべき施設量（㎡）／対象施設の総延床面積（198,790㎡）
 ＝18,889（㎡）／198,790（㎡）
 ≒9.5％
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